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訓練手当支給規則等の一部を改正する規則をここに公布する。

平成26年１月14日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第１号

訓練手当支給規則等の一部を改正する規則

第１条 訓練手当支給規則（昭和41年宮崎県規則第38号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

（支給対象者）

第３条 訓練手当は、県内に所在する公共職業安定所の長の指示に

より、公共職業能力開発施設の行う職業訓練（以下「公共職業訓

練」という。）、求職者を作業環境に適応させる訓練（以下「職

場適応訓練」という。）又は職業訓練の実施等による特定求職者

の就職の支援に関する法律（平成23年法律第47号）第４条第２項

に規定する認定職業訓練（以下「認定職業訓練」という。）を受

けている求職者で、次の各号のいずれかに該当するものに対して

支給する。ただし、第14号に掲げる者については、国際協定の締

結等に伴う漁業離職者に関する臨時措置法（昭和52年法律第94号

）附則第２項に定める日（国際協定の締結等に伴う漁業離職者に

関する臨時措置法施行規則（昭和52年労働省令第30号）附則第２

項ただし書に規定する者については、同項ただし書に定める日）

までとする。

（１）～（９） ［略］

（10） 児童扶養手当法（昭和36年法律第 238号）第４条第１項の

児童扶養手当を受けている同項に規定する児童の父である者の

うち、当該児童が同項第２号に該当することとなった日の翌日

から起算して３年以内に公共職業安定所に出頭して求職の申込

みをした者

（支給対象者）

第３条 訓練手当は、県内に所在する公共職業安定所の長の指示に

より、公共職業能力開発施設の行う職業訓練（以下「公共職業訓

練」という。）、求職者を作業環境に適応させる訓練（以下「職

場適応訓練」という。）又は職業訓練の実施等による特定求職者

の就職の支援に関する法律（平成23年法律第47号）第４条第２項

に規定する認定職業訓練（以下「認定職業訓練」という。）を受

けている求職者で、次の各号のいずれかに該当するものに対して

支給する。

（１）～（９） ［略］

（10） 児童扶養手当法（昭和36年法律第 238号）第４条第１項の

児童扶養手当を受けている者であって、同項第２号に規定する

児童の父であるもののうち、当該児童が同号に該当することと

なった日の翌日から起算して３年以内に公共職業安定所に出頭

して求職の申込みをした者
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（11）～（13） ［略］

（14） 国際協定の締結等に伴う漁業離職者に関する臨時措置法第

４条第１項又は国際協定の締結等に伴う漁業離職者に関する臨

時措置法施行規則第３条の２の規定による漁業離職者求職手帳

の発給を受けている者

（15）・（16） ［略］

２ ［略］

３ 前２項の規定にかかわらず、これらの規定に該当する者（以下

「支給対象者」という。）が次に掲げる給付の支給を受けること

ができる場合には、訓練手当は支給しない。ただし、支給対象者

が第２号から第４号までに掲げる給付（雇用対策法施行規則第２

条第２項第１号から第８号の４までのいずれかに該当する者以外

の者にあっては、第１号に掲げる給付を含む。）の支給を受ける

ことができる場合であって、その受ける給付金の額が当該給付金

に対応するこの規則に定める手当の額に満たないときは、その差

額を支給する。

（１）・（２） ［略］

（３） ［略］

（４） 前３号に相当する手当であって、地方公共団体が支給する

もの

４ ［略］

（11）～（13） ［略］

（14） 国際協定の締結等に伴う漁業離職者に関する臨時措置法（

昭和52年法律第94号）第４条第１項又は国際協定の締結等に伴

う漁業離職者に関する臨時措置法施行規則（昭和52年労働省令

第30号）第３条の２の規定による漁業離職者求職手帳の発給を

受けている者

（15）・（16） ［略］

２ ［略］

３ 前２項の規定にかかわらず、これらの規定に該当する者（以下

「支給対象者」という。）が次の各号に掲げる給付の支給を受け

ることができる場合には、訓練手当は支給しない。ただし、支給

対象者が次の第２号から第５号までに掲げる給付（雇用対策法施

行規則第２条第２項第１号から第８号の３までのいずれかに該当

する者以外の者にあっては、第１号に掲げる給付を含む。）の支

給を受けることができる場合であって、その受ける給付金の額が

当該給付金に対応するこの規則に定める手当の額に満たないとき

は、その差額を支給する。

（１）・（２） ［略］

（３） 船員保険法（昭和14年法律第73号）第33条ノ２の規定によ

る失業保険金又は同法第33条ノ16の規定による給付

（４） ［略］

（５） 前各号に相当する手当であって、地方公共団体が支給する

もの

４ ［略］

第２条 訓練手当支給規則の一部を改正する規則（昭和49年宮崎県規則第32号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

附 則

（施行期日等）

２・３ ［略］

附 則

（施行期日等）

２ 改正後の規則第３条第１項第９号の規定は、昭和49年７月31日

限り、その効力を失う。ただし、港湾運送事業離職者に係る職業

転換給付金の臨時特例に関する省令附則第２項ただし書の規定の

適用を受ける者については、同項ただし書に規定する間は、なお

その効力を有する。

３・４ ［略］

第３条 訓練手当支給規則の一部を改正する規則（昭和52年宮崎県規則第34号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

附 則

この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の訓練

手当支給規則の規定は、昭和52年７月１日から適用する。

附 則

（施行期日等）

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の訓

練手当支給規則（以下「改正後の規則」という。）の規定は、昭

和52年７月１日から適用する。

２ 改正後の規則第３条第１項第10号の規定は、昭和59年３月31日

限り、その効力を失う。

第４条 訓練手当支給規則の一部を改正する規則（昭和53年宮崎県規則第32号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正後改正前

附 則

この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の訓練

手当支給規則の規定は、昭和53年１月２日から適用する。

附 則

（施行期日等）

１ この規則は、公布の日から施行し、この規則による改正後の訓

練手当支給規則（以下「改正後の規則」という。）の規定は、昭

和53年１月２日から適用する。

２ 改正後の規則第３条第１項第10号の規定は、昭和58年６月30日
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宮崎県告示第５号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（

平成17年法律第 123号）第54条第２項の規定により、育成医療及び

更生医療を行う指定自立支援医療機関を次のとおり指定した。

平成26年１月14日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第６号

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（

平成17年法律第 123号）第54条第２項の規定により、精神通院医療

を行う指定自立支援医療機関を次のとおり指定した。

平成26年１月14日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第７号

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第

57号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域に指定する。

平成26年１月14日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 星叶地区

茨 区域の表示

次に掲げる土地に存する標柱１号から標柱11号までを順次結

んだ線及び標柱１号と標柱11号を結んだ線により囲まれた土地

の区域

芋 標柱の表示

宮崎県告示第８号

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第

57号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域に指定する。

平成26年１月14日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 舳地区

茨 区域の表示

次に掲げる土地に存する標柱１号から標柱４号までを順次結

んだ線及び標柱１号と標柱４号を結んだ線により囲まれた土地

の区域

芋 標柱の表示

森林法（昭和26年法律第 249号）第５条第１項の規定により、次

の地域森林計画を平成25年12月26日付けで定めたので公表する。

平成26年１月14日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 地域森林計画の名称

五ヶ瀬川地域森林計画

２ 地域森林計画の計画の期間

平成26年４月１日から平成36年３月31日まで

３ 地域森林計画の縦覧場所

宮崎県環境森林部森林経営課、宮崎県西臼杵支庁及び宮崎県東

臼杵農林振興局

４ 申立てがあった意見の要旨

なし

５ 申立てがあった意見の処理の結果

限り、その効力を失う。ただし、国際協定の締結等に伴う漁業離

職者に関する臨時措置法施行規則（昭和52年労働省令第30号）附

則第２項ただし書に規定する者については、同項ただし書に規定

する間は、なおその効力を有する。

３ 改正後の規則第３条第１項第11号の規定は、昭和58年６月30日

限り、その効力を失う。ただし、特定不況業種離職者臨時措置法

施行規則（昭和52年労働省令第31号）附則第２条ただし書に規定

する者については、同条ただし書に規定する間は、なおその効力

を有する。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

告告 示示

指 定
年月日

担当する医療
の種類

所在地名 称

平成26年
１月１日

薬局都城市かじや薬局牟田町店

指 定
年月日

担当する医療
の種類

所在地名 称

平成26年
１月１日

薬局都城市かじや薬局牟田町店

標 柱 の 存 す る 土 地標柱番号

宮崎市大字鏡洲字星叶 589－11

〃 〃 〃 591－12

〃 〃 〃 590－13

〃 〃 〃 590－14

〃 〃 〃 590－15

〃 〃 〃 590－26

〃 〃 〃 590－27

〃 〃 〃 527－18

〃 〃 〃 5609

〃 〃 〃 56010

〃 〃 〃 539－111

標 柱 の 存 す る 土 地標柱番号

串間市大字市木字磯平8991－231

〃 〃 〃 8990－３2

〃 〃 〃 8990－３3

〃 〃 〃 8996－１4

公公 告告
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なし

森林法（昭和26年法律第 249号）第５条第５項の規定により、次

の地域森林計画を平成25年12月26日付けで変更したので公表する。

平成26年１月14日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 地域森林計画の名称

広渡川地域森林計画、耳川地域森林計画、一ツ瀬川地域森林計

画及び大淀川地域森林計画

２ 地域森林計画の縦覧場所

宮崎県環境森林部森林経営課、宮崎県東臼杵農林振興局、宮崎

県児湯農林振興局、 宮崎県中部農林振興局、宮崎県北諸県農林振

興局、宮崎県西諸県農林振興局及び宮崎県南那珂農林振興局

３ 申立てがあった意見の要旨

なし

４ 申立てがあった意見の処理の結果

なし

土地改良法（昭和24年法律第 195号）第96条の４第１項において

準用する同法第52条の２第１項の規定により、延岡市が行う土地改

良事業に係る換地計画（舞見田地区）の認可の申請を適当と決定し

た。

なお、関係書類を次のとおり縦覧に供する。

平成26年１月14日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 縦覧に供する書類

決定に係る換地計画書の写し

２ 縦覧期間

平成26年１月15日から平成26年２月12日まで

３ 縦覧場所

延岡市北川町総合支所

４ その他

この公告に係る決定に対して異議があるときは、縦覧期間満了

の日の翌日から起算して15日以内に、宮崎県知事に対して異議を

申し出ることができる。

建設業法（昭和24年法律第 100号）第29条第１項の規定により、

建設業者許可を次のとおり取り消した。

平成26年１月14日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

処分をした年月日
処分の原因と

なった事実

処分の内容処分を受けた建設業者

取り消した業種
許可の
区分

主たる営業
所の所在地

代表者の氏名商号又は名称許可番号

平成25年11月20日
（一部廃業）

平成25年11月
20日付けで廃
業した旨の届

土木工事業、とび・土
工工事業

一般宮崎県宮崎
市大塚町祝
子前1879－
２

大野 勇珂大野塗装宮 崎 県 知 事 許 可
(特－22)第93号

平成25年11月28日
（一部廃業）

平成25年11月
28日〃

とび・土工工事業一般宮崎県宮崎
市日ノ出町
238－10

難波江 喜久珂難波江商店宮 崎 県 知 事 許 可
(特－20)第 12570号

平成25年11月７日
（全廃業）

平成25年11月
７日〃

建築工事業、大工工事
業

一般宮崎県宮崎
市大字跡江
3784

藤崎 健二禍藤崎工務店宮 崎 県 知 事 許 可
(特－22)第6877号

平成25年11月29日
（全廃業）

平成25年11月
29日〃

土木工事業、とび・土
工工事業、ほ装工事業
、しゅんせつ工事業、
水道施設工事業

一般宮崎県宮崎
市大字熊野
1393－１

岩切 秀幸禍碧建設宮 崎 県 知 事 許 可
(特－21)第7720号

平成25年11月26日
（全廃業）

平成25年11月
26日〃

土木工事業、とび・土
工工事業、ほ装工事業

一般宮崎県宮崎
市高岡町花
見 106－９

永井 義政禍翔永クリエ
イト

宮 崎 県 知 事 許 可
(特－21)第 11997号

平成25年11月18日
（全廃業）

平成25年11月
18日〃

建築工事業、大工工事
業

一般宮崎県西都
市旭２－70

林 靖生林工務店宮 崎 県 知 事 許 可
(特－23)第7122号

平成25年11月11日
（全廃業）

平成25年11月
11日〃

土木工事業、造園工事
業

一般宮崎県児湯
郡高鍋町大
字南高 928

清水 裕常禍清水緑産宮 崎 県 知 事 許 可
(特－24)第8224号

平成25年11月５日
（全廃業）

平成25年11月
５日〃

電気工事業、消防施設
工事業

一般宮崎県日向
市大字財光
寺1337－２

山田 隆利禍隆正電気工
業

宮 崎 県 知 事 許 可
(特－23)第7067号

入札公告

一般競争入札を次のとおり実施する。

平成26年１月14日

宮崎県総合農業試験場長 井 上 裕 一

１ 競争入札に付する事項

茨 調達件名 宮崎県総合農業試験場で使用する電気

芋 調達案件の特質等 入札説明書及び仕様書による。

鰯 供給期間 平成26年４月１日午前０時から平成27年３月31日

午後12時まで

允 供給場所 宮崎県総合農業試験場

印 入札方法 茨の調達物件について入札を実施する。入札金額

は、供給期間中の電気料金見込総額とする。落札決定に当たっ

ては、入札書に記載した金額に当該金額の 100分の８に相当す

る金額を加算した金額（１円未満の端数があるときは、その端

数を切り捨てた金額）をもって落札金額とするので、入札者は
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、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約希望金額の 108分の 100に

相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争入札に参加する者に必要な資格

この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件を

全て満たす者とする。

茨 物品の買入れ等の契約に係る競争入札参加者名簿に登載され

ている者で、業種が物品に関する業種で、営業種目がその他で

、種目がその他のものであること。

芋 電気事業法（昭和39年法律第 170号）第３条第１項の規定に

より一般電気事業者としての許可を得ている者又は同法第16条

の２第１項の規定により特定規模電気事業者として届出を行っ

ている者であること。

３ 契約条項を示す場所及び期間

茨 場所 宮崎県総合農業試験場管理課総務担当 宮崎市佐土原

町下那珂5805番地 郵便番号 880－0212 電話番号0985（73）

2121

芋 期間 平成26年１月14日から平成26年２月26日まで（土曜日

、日曜日及び祝日を除く。）

４ 入札説明書の交付場所及び交付期間

茨 場所 宮崎県総合農業試験場管理課総務担当

芋 期間 平成26年１月14日から平成26年２月26日まで（土曜日

、日曜日及び祝日を除く。）

５ 入札書の提出場所、提出期限及び提出方法

茨 提出場所 宮崎県総合農業試験場管理課総務担当

芋 提出期限 平成26年２月26日午後５時

鰯 提出方法 持参又は送付（郵便にあっては、書留郵便に限る

。）によること。

６ 開札の場所及び日時

茨 場所 宮崎県総合農業試験場管理棟第２会議室 宮崎市佐土

原町下那珂5805番地 郵便番号 880－0212 電話番号0985（73

）2121

芋 日時 平成26年２月27日午前10時

７ 入札保証金

入札保証金については、宮崎県財務規則（昭和39年宮崎県規則

第２号）第 100条の規定による。

８ 入札の無効に関する事項

宮崎県財務規則第 125条に規定する入札は、無効とする。

９ 落札者の決定の方法

予定価格以内で最低価格の入札を行った者を落札者とする。

10 契約に関する事務を担当する部局等

宮崎県総合農業試験場管理課総務担当 宮崎市佐土原町下那珂

5805番地 郵便番号 880－0212 電話番号0985（73）2121

11 契約の手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

12 その他

茨 この競争入札による調達は、世界貿易機関（ＷＴＯ）に基づ

く政府調達に関する協定の適用を受ける。

芋 特定調達に係る苦情処理の関係において宮崎県政府調達苦情

検討委員会が調達手続の停止等を要請する場合がある。この場

合、調達手続の停止等があり得る。

鰯 この競争入札による調達は、当該調達に係る平成26年度宮崎

県一般会計予算の成立を条件とする。

允 その他この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。

平成25年４月４日付けで公表した平成24年度包括外部監査結果報

告に対して、宮崎県知事から措置を講じた旨の通知があったので、

地方自治法（昭和22年法律第67号）第 252条の38第６項の規定によ

り、次のとおり公表する。

平成26年１月14日

宮崎県監査委員 宮 本 尊

宮崎県監査委員 山 口 博

宮崎県監査委員 横 田 照 夫

宮崎県監査委員 十 屋 幸 平

１ 包括外部監査の特定事件

基金の管理及び運用について

２ 包括外部監査の結果に基づく措置

茨 監査意見

ア 宮崎県市町村二十一世紀基金

契 地域力磨き上げ応援事業について

13 Summary

茨 Natureandquantityoftheproductstobepurchased:Elec-

tricitytobeusedattheMiyazakiPrefecturalAgricultural

ResearchInstitute

芋 Timelimitfortender:5:00p.m.26February,2014

鰯 Contactpointforthenotice:MiyazakiPrefecturalAgricu-

lturalResearchInstitute,5805Shimonaka,SadowaraTown,

MiyazakiCity,880-0212Japan.TEL:0985-73-2121

監査委員公監査委員公告告

講じた措置監査の結果

地域力磨き上げ応援事業

の平成23年度決算額につい

ては、この年が３か年計画

の初年度にあたり比較的事

業費の少ない計画策定のソ

フト事業が多かったことか

ら、当初予算額よりも下回

る結果となったものである

。

市町村における当該事業

の活用については、市町村

の経費負担も発生するため

、市町村による応募の判断

もあり、一律全ての市町村

における実施は難しい面も

あるが、市町村のニーズを

把握するとともに、今後も

機会を捉えて事業説明を行

う等事業の周知及び活用方

法について助言を行うこと

等を通して、より地域づく

りに資する事業となるよう

運用方法等について検討し

てまいりたい。

当基金の事業のうち、地域力磨

き上げ応援事業に関して、初年度

である平成23年度の決算額が当初

予算額を大きく下回っている。最

終採択年度である平成25年度で全

市町村が採択となる可能性は低い

とみられており、当該事業の有効

性には若干の疑問が残る。未活用

の市町村が多い要因は何であるの

かを十分に分析し、各市町村が有

効に利用するような対応が望まれ

る。
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宮崎県選挙管理委員会告示第１号

政治資金規正法（昭和23年法律第 194号）第６条第１項及び第７

条並びに第17条第１項の規定により、政党その他の政治団体から設

立及び異動並びに解散の届出があったので、同法第７条の２第１項

及び第17条第３項の規定により、次のとおり告示する。

平成26年１月14日

宮崎県選挙管理委員会委員長 後 藤 仁 俊

１ 設立届

○その他の政治団体

形 国会議員関係政治団体以外の政治団体

２ 異動届

○政党の支部

講じた措置監査の結果

長期的展望に立脚した地

域独自の振興策を講ずる市

町村への支援については、

大変重要であることから、

本基金の設置目的を踏まえ

つつ、引き続き市町村と連

携して計画的かつ有効な活

用に努めてまいりたい。

また、基金の執行計画か

ら可能な範囲で債券・定期

預金等での運用を図り、運

用益の最大限の確保に努め

たい。

併せて、県として地域振

興策のための財源等の在り

方について、長期的展望に

立って検討してまいりたい

。

当初21世紀に向けて50億円で造

成された当基金は、合併関係市町

村財政健全化資金の償還金以外の

積み増しは未定であり、数年で底

をつくおそれがあるため、予算規

模を縮小する予定である。既に21

世紀に入っており、基金の性格も

変容していることから当基金の存

続意義についてもさらに検討が必

要と思われる。また、長期的展望

が必要な事業については同様の基

金を造成し、今後とも市町村への

支援を行っていくことが望ましい

。

選挙管理委員会告選挙管理委員会告示示

届出年月日主たる事務所の所在地会計責任者の氏名代表者の氏名政治団体の名称

平成25年６月11日宮崎市清武町加納甲1960－3長 友 裕 一長 友 和 寛ディベート.com日本のせんたく

平成25年７月２日都城市山之口町花木2253－６坂 下 健 三中 元 正 春川内たかゆき後援会

平成25年７月５日都城市高木町4878番地２眺 田 睦 美眺 田 美 浩にれたよしひろ後援会

平成25年７月24日
西臼杵郡日之影町大字七折 12242－
４

佐 藤 周 二甲 斐 孝 雄佐藤貢後援会

平成25年８月１日えびの市大字原田 786－１番地川 野 真由美遠目塚 弘 則遠目塚文美後援会

平成25年８月９日えびの市大字東川北 252番地２駒 蒼 ヒロ子井 上 義 人井上よしと後援会

届出年月日異 動 前異 動 後異 動 事 項政治団体の名称

平成25年７月２日

日南市中央通２－９－15日南市岩崎２－２－18主たる事務所の所在地

自由民主党日南市支部
川 越 敦 彦竹 井 崇 利代 表 者 の 氏 名

形 基金の今後について
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竹 平 登 司 一川 口 公 博会 計 責 任 者 の 氏 名

平成25年７月12日
自由民主党宮崎県衆議院
支部

自由民主党宮崎県衆議院
比例区第一支部

政 治 団 体 の 名 称
自由民主党宮崎県衆議院比例区
第一支部

小 川 典 昭上 杉 明 寛会 計 責 任 者 の 氏 名

平成25年８月26日

児湯郡都農町大字川北 1
3208

児湯郡都農町大字川北71
85－２

主たる事務所の所在地
自由民主党都農町支部

三 輪 博 文黒 木 誠代 表 者 の 氏 名

○その他の政治団体

届出年月日異 動 前異 動 後異 動 事 項政治団体の名称

平成25年７月２日上 田 勇青 山 辰 男代 表 者 の 氏 名豊穣会

平成25年７月10日

都城市北諸県郡歯科医師
連盟支部

都城歯科医師連盟支部政 治 団 体 の 名 称
都城歯科医師連盟支部

田 中 義 哉田 口 健代 表 者 の 氏 名

平成25年７月12日小 川 典 昭上 杉 明 寛会 計 責 任 者 の 氏 名上杉光弘後援会

平成25年７月12日山 本 敦工 藤 晃代 表 者 の 氏 名宮崎県歯科医師連盟延岡支部

平成25年７月18日後 藤 剛 久丸 山 寿 夫代 表 者 の 氏 名宮崎県歯科医師連盟宮崎支部

平成25年７月25日興 梠 高 良花 田 則 男会 計 責 任 者 の 氏 名奈須かつき後援会

平成25年７月26日

吉 田 利 正外 山 斎代 表 者 の 氏 名

外山いつき応援隊

法第19条の７第１項第２
号に係る国会議員関係政
治団体

法第19条の７第１項第１
号に係る国会議員関係政
治団体かつ法第19条の７
第１項第２号に係る国会
議員関係政治団体

国会議員関係政治団体の

区分

衆 議 院 議 員（ 公 職 の 種 類 ）

平成25年７月29日上 野 隆 二小 屋 敷 盛 雄代 表 者 の 氏 名山元つよし後援会

平成25年８月19日日南市星倉３丁目10－２
日南市吾田東３丁目１－
49

主たる事務所の所在地蒼田恭平後援会

平成25年８月19日日南市星倉３丁目10－２
日南市吾田東３丁目１－
49

主たる事務所の所在地恭創会

平成25年８月27日明日を考える会ながみね誠後援会政 治 団 体 の 名 称ながみね誠後援会

平成25年８月28日佐 々 木 鴻 昭菊 池 武 志代 表 者 の 氏 名宮崎県幼児教育振興連盟

３ 解散届

○政党の支部

届出年月日主たる事務所の所在地会計責任者の氏名代表者の氏名政治団体の名称

平成25年８月19日
宮崎市松橋１丁目16－11カルナコー
ト１Ｆ

上 野 一 八外 山 斎生活の党宮崎県第１区総支部

○その他の政治団体

届出年月日主たる事務所の所在地会計責任者の氏名代表者の氏名政治団体の名称

平成25年８月12日児湯郡都農町大字川北 13208番地三 輪 香代子宝 田 進博扇会

平成25年８月16日宮崎市清武町加納丙1351松 田 利 江松 田 正 一松田茂徳後援会

平成25年８月23日都城市栄町24－１大 浦 緑五十嵐 郁 子なかよしの党五十嵐郁子後援会

平成25年８月27日小林市野尻町東麓3146－１古 川 幸 廣長 瀬 道 大長大会

宮崎県選挙管理委員会告示第２号

政治資金規正法（昭和23年法律第 194号）第17条第１項の規定に

より、解散した政治団体の代表者及び会計責任者から提出された収

入及び支出に関する報告書の要旨は、次のとおりである。

平成26年１月14日

宮崎県選挙管理委員会委員長 後 藤 仁 俊

（ 政党の支部 ）
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政治団体の名称 生活の党宮崎県第１区総支部

報告年月日 平成25年８月19日

（平成25年分）

１ 収入・支出の総額

茨 収入総額 2，800，255円

ア 前年繰越額 0円

イ 本年収入額 2，800，255円

芋 支出総額 2，800，255円

２ 収入・支出の内訳

茨 収入の内訳

イ 寄附 2，800，250円

契 寄附 2，800，250円

a 個人からの寄附 2，760，250円

b 法人その他の団体からの寄附 40，000円

カ その他の収入 5円

10万円未満の収入 5円

合 計 2，800，255円

［寄附の内訳］

ア 個人からの寄附

外山斎 2，040，250円 宮崎県宮崎市

豊島和子 600，000円 東京都世田谷区

坂田師通 120，000円 宮崎県高鍋町

小 計 2，760，250円

芋 支出の内訳

ア 経常経費 2，800，255円

契 人件費 2，755，255円

径 備品・消耗品費 25，000円

恵 事務所費 20，000円

合 計 2，800，255円

（ その他の政治団体 ）

政治団体の名称 博扇会

報告年月日 平成25年８月12日

（平成25年分）

１ 収入・支出の総額

茨 収入総額 0円

ア 前年繰越額 0円

イ 本年収入額 0円

芋 支出総額 0円

政治団体の名称 松田茂徳後援会

報告年月日 平成25年８月16日

（平成23年分）

１ 収入・支出の総額

茨 収入総額 0円

ア 前年繰越額 0円

イ 本年収入額 0円

芋 支出総額 0円

（平成24年分）

１ 収入・支出の総額

茨 収入総額 0円

ア 前年繰越額 0円

イ 本年収入額 0円

芋 支出総額 0円

（平成25年分）

１ 収入・支出の総額

茨 収入総額 0円

ア 前年繰越額 0円

イ 本年収入額 0円

芋 支出総額 0円

政治団体の名称 なかよしの党五十嵐郁子後援会

報告年月日 平成25年８月23日

（平成25年分）

１ 収入・支出の総額

茨 収入総額 756，587円

ア 前年繰越額 0円

イ 本年収入額 756，587円

芋 支出総額 756，587円

２ 収入・支出の内訳

茨 収入の内訳

イ 寄附 606，775円

契 寄附 606，775円

a 個人からの寄附 606，775円

エ 借入金 42，600円

契 曽根美千子 42，600円

カ その他の収入 107，212円

契 戻入金 107，200円

10万円未満の収入 12円

合 計 756，587円

［寄附の内訳］

ア 個人からの寄附

五十嵐郁子 300，000円 宮崎県都城市

猪俣とよ子 70，000円 宮崎県宮崎市

その他 236，775円

小 計 606，775円

芋 支出の内訳

ア 経常経費 14，057円

径 備品・消耗品費 14，057円

イ 政治活動費 742，530円

契 組織活動費 48，420円

径 機関紙誌の発行その他の事業費 367，395円

b 宣伝事業費 367，395円

慶 寄附・交付金 284，115円

慧 その他の経費 42，600円

合 計 756，587円

政治団体の名称 長大会

報告年月日 平成25年８月27日

（平成24年分）

１ 収入・支出の総額

茨 収入総額 48，466円

ア 前年繰越額 48，466円

イ 本年収入額 0円

芋 支出総額 0円

宮崎県選挙管理委員会告示第３号

政治資金規正法（昭和23年法律第 194号）第19条第２項及び第３

項の規定により、資金管理団体の指定及び届出事項の異動並びに指
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定取消の届出があったので、同法第19条の２第１項の規定により、

次のとおり告示する。

平成26年１月14日

宮崎県選挙管理委員会委員長 後 藤 仁 俊

１ 指定届

○その他の政治団体

２ 異動届

○その他の政治団体

３ 取消届

○その他の政治団体

平成25年６月27日付け県公報（第2500号）中

届出年月日代表者の氏名主たる事務所の所在地資金管理団体の名称公職の種類届出者

平成25年７月５日眺 田 美 浩都城市高木町4878番地２
にれたよしひろ後援
会

都城市議会議員眺 田 美 浩

届出年月日異動前異動後異動事項資金管理団体の名称公職の種類届出者

平成25年８
月19日

日南市星倉３丁目
10－２

日南市吾田東３丁
目１－49

主たる事務所の所
在地

恭創会日南市長導 田 恭 平

届出年月日代表者の氏名主たる事務所の所在地資金管理団体の名称公職の種類届出者

平成25年８月23日五十嵐 郁 子都城市栄町24－１
なかよしの党五十嵐
郁子後援会

参議院議員五十嵐 郁 子

平成25年８月27日長 瀬 道 大小林市野尻町東麓3146－１長大会野尻町長長 瀬 道 大

正正 誤誤

正誤行段ページ

銅 益 吉 明徳 益 吉 明14右12

銅 益 吉 明徳 益 吉 明９左13
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